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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議
ワーキングチーム

ワーキングチームによる検討団 体 役 職 氏 名

産

埼玉県商工会議所連合会 常務理事 桐ケ谷 久夫
埼玉県商工会連合会 専務理事 岩田 英久
埼玉県中小企業団体中央会 参事 須藤 喜弘
埼玉県経営者協会 専務理事 廣澤 健一
埼玉経済同友会 専務理事 室久保 貞一
埼玉中小企業家同友会 事務局⾧ 清水 信彰
埼玉県中小企業診断協会 理事 町田 浩一
埼玉県情報サービス産業協会 専務理事 田沼 耕三
連合埼玉 事務局⾧ 平尾 幹雄
埼玉県銀行協会 専務理事 高橋 秀明

学
埼玉大学 経済学部⾧ 禹 宗杬
埼玉県産業技術総合センター 副センター⾧ 前沢 幸男

官

関東経済産業局 総務企画部⾧ 向野 陽一郎
埼玉労働局 職業安定部⾧ 吉田 清志
埼玉県産業振興公社 専務理事 堀口 幸生
ジェトロ埼玉貿易情報センター 所⾧ 塩野 達彦
埼玉県（事務局） 産業労働部⾧ 加藤 和男

 第1回ワーキングチーム（メール）
・ 「現状と課題」意見照会

 第2回ワーキングチーム（6/5）
・ 現状と課題等の意見交換

 第3回ワーキングチーム（メール）
・ 中間報告とりまとめ

第２回戦略会議（6/12）

 第4回ワーキングチーム（メール）
・ 施策・事業等の意見交換

 第5回ワーキングチーム（6/末頃）
・ 最終報告とりまとめ

第３回戦略会議（6/末頃）

第１回戦略会議（5/28）
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テーマ１ 労働力の流動性について
現状と課題 これまでの取組

 新型コロナ感染症の影響で業務縮小により人手が余剰となる企業
等が増加。一方で、人手不足の企業等も存在。
人手余剰:【旅館・ホテル、飲食、観光】
人手不足:【建設、電気通信、小売、物流、医療、介護、農業】

(2020年帝国データバンク調査)
 事業の継続や従業員の雇用維持に苦慮する企業が増加。
休業者は全国597万人（2020年4月/総務省調べ）

 新型コロナ感染症起因の解雇等見込み者も増加。
全国20,933人、埼玉212人（6月5日現在 /厚労省調べ）

緊急時に人材余剰企業の人材を人材不足企業へ融通して、必要
な生産性を確保するとともに雇用の維持を図ることが必要。
 企業情報の収集とスピード感が重要。
 雇用形態やフリーランス、副業、兼業、など多様な働き方を考慮し
た取組が必要。

 労働者の不安を払拭する取組が必要。
 重要な経営資源である人材の流出防止に配慮が必要。
 教育、スキル向上等への取組が重要。

今後の取組の方向性
 緊急の企業の人材状況の把握
 人材余剰企業と人材不足企業の情報交換の場の創設

 兼業・副業が可能な求人情報の発信と希望者とのマッチング

国（関係機関含む）における取組

県（関係機関含む）における取組

経済・産業界における取組

 ハローワーク:求人・求職情報の提供、マッチング支援、雇用調整助成金によ
る従業員の雇用維持・教育訓練支援

 産業雇用安定センター:出向・転籍等による失業なき労働移動に関する情
報提供・相談・あっせん

 ハローワーク浦和・就業支援サテライト等:求職者への就業支援
 企業人材サポートデスク:企業の人材確保に関する相談、マッチング、企業
面接会

 企業間での人材融通
【事例】・スーパー小売業者が休業中の飲食業の社員100人を店舗で雇用

・サイト運営会社が解雇を避ける「従業員シェア」の取組

 グループ企業内での在籍出向
 転職サイト・バイトアプリなどでの企業と求職者のマッチング
 人材派遣会社での登録者の希望企業への派遣

（ベストプラクティスの共有と活用）

現状

課題



3

現状と課題

テーマ２ 販路の拡大について
これまでの取組

 【BtoB】 新しい生活様式下でのビジネスマッチング機会の創出。

 【BtoC】 非接触型サービスへの移行・拡大。

 【共通】 新しい生活様式下での新事業展開。

今後の取組の方向性

国（関係機関含む）における取組

県（関係機関含む）における取組

経済・産業界における取組

 企業ニーズマッチングサイト(OIMS)を活用した中小企業等の新分野参入・

新事業創出支援

 電子商取引やクラウドファンディング等活用による販路拡大支援

(JAPANブランド育成支援等事業)

 オンライン形式で海外ビジネスセミナー・個別相談会の実施

 「彩の国ビジネスアリーナ」の開催・商談会の開催・個別の受発注斡旋

 「助っ人メーカーマッチングサイト」の開設

 キャッシュレス導入等各種セミナーの開催

 「埼玉県お持ち帰りグルメ応援サイト」の開設

 新分野・新規顧客の開拓支援

 セミナー・商談会の開催

【BtoB】

 自動車、航空機など多くの分野で需要が減退し、受注が減る一方、

医療機器等は需要が急増し、需給のミスマッチが発生。

 異業種への進出を図る企業も増加。(例:自動車部品→医療機器）

【BtoC】

 外出自粛や感染不安から、観光・外食等分野における需要が急減。

【BtoB】

 販路拡大の機会である大規模展示会は、感染リスクが高い3密空間。

安心・安全なビジネスマッチングの場づくりが急務。

(例:デジタルの活用）

 新たな分野に挑戦する企業等を機動的に支援するため、関係機関・

金融機関等の「垣根を超えた企業情報ネットワーク」の構築。

【BtoC】

 感染拡大を防ぎつつ、県民の観光・外食等需要を取り戻す。

(例:非接触型サービス・決済の活用、必要に応じた規制緩和）

【共通】

 Withコロナ社会で生まれる新たなニーズを踏まえた商品・サービスの

創出。（ただし、中小企業者はIT人材やノウハウが不足）

 産学官連携による支援

 取引先とのマッチング支援

現状

課題
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テーマ３ サプライチェーンの維持・確保について
現状と課題 これまでの取組

 コロナ禍で特にアジア圏から部品供給を受ける企業のサプライチェー
ンが毀損。部材納入の中断・遅延が発生。

 生産停止をはじめ、仕入・物流コストの上昇、必要以上の在庫確
保や販売⾧期化による資金負担増が発生。

 人材不足により製造が追いつかない例もあり。
 国内に工場を持つ企業の7割がサプライチェーンを見直すと回答
（日経新聞アンケート）見直しは下記のように分類される。
（国外→国外）
中国など特定地域にのみ生産拠点を有する企業が、現地拠点を
分散化・多元化しようとする動きあり。
（国外→国内）
中国生産を国内生産に切り替える動きがあり、県内企業への引き
合いや協力依頼がある。
（国内→国内）
事業転換（例:異分野からの医療関連分野への参入）を検討
する事例も発生。

 毀損したサプライチェーンの再構築
 新たな調達や事業転換等を行う為のパートナー探しの必要性

 産・金・学・官の各機関が持つ情報・ネットワーク・ツールの戦略的融合による
マッチング支援強化

 コロナ禍を受けて国内回帰、県内移転等を希望する企業の立地支援
 サプライチェーンの毀損に備えた支援

今後の取組の方向性

国（関係機関含む）における取組

県（関係機関含む）における取組

経済・産業界における取組

 生産拠点の集中度が高い製品・部素材等の国内拠点整備支援
（国内投資促進事業費補助金）

 海外生産拠点の多元化を目的とした設備導入等の支援
（海外サプライチェーン多元化等支援事業）

 企業ニーズマッチングサイト（OIMS）を活用したサプライチェーン再構築・
業種転換等パートナー発掘支援

 海外にコーディネーターを配置し、海外での相談対応やマッチング支援を実施

 オンラインを活用したビジネスマッチング
 衛生関連製品の製造にかかる人材派遣をあっせん
 専門家派遣、経営安定相談事業や伴走型支援の強化
 県内への立地を希望する企業への支援

 代替調達先確保のためのビジネスマッチング

 海外サプライチェーンの維持・確保のための運転資金の確保支援

現状

課題
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テーマ４ 業務継続計画について
現状と課題 これまでの取組

 感染症を事業継続が困難になるリスクとしてとらえている企業が少数。
 新型コロナの発生を受け、ＢＣＰの重要性が再認識されているが、
感染症を含むＢＣＰの策定例が少数。

 中小企業の場合、ＢＣＰに対する関心があっても、人手不足等の
理由から、策定率は大企業に比べて低調。
※県内企業18.1％ 「県内企業のＢＣＰへの取り組みについての
アンケート調査」（埼玉りそな産業経済振興財団）

 第２波に備え、より多くの県内企業が「感染症に対応したＢＣＰ」
を迅速に策定するための支援が必要。

 経営者にＢＣＰを策定してもらうための動機付けが不十分。
 人的余裕や資金、スキル・ノウハウ等の不足が中小企業でのＢＣ
Ｐ策定が進まない大きな要因。

 多くの中小企業に導入するためには簡易なＢＣＰの策定支援が必
要。

 実効性のある計画にするためには、企業単体ではなく複数企業が
連携した計画の策定も必要。

 実効性を高めるために、策定済みＢＣＰの見直しや簡易なものか
らのレベルアップが必要。

 感染症リスクに対応したＢＣＰの普及啓発
 中小企業が取り組みやすく、かつ迅速に策定できる簡易版ＢＣＰの策定
 より精緻なＢＣＰを策定する企業への支援

今後の取組の方向性

国（関係機関含む）における取組

県（関係機関含む）における取組

経済・産業界における取組

 事業継続力強化計画
・災害等発生時の初動対応や事前対策にフォーカスした「事業継続力強化計画」
の認定制度を創設し、防災・減災設備に対する税制優遇等の支援を実施。

・複数企業が連携した事業継続力強化計画の策定支援。

 ＢＣＰセミナーの開催
 ＢＣＰ策定のための専門家派遣

 ＢＣＰセミナー、ワークショップの開催

 ＢＣＰの簡易策定ツールの提供

 自然災害等を想定した模擬訓練の実施

 会員企業向けＢＣＰ・ＢＣＭテキスト等の提供

現状

課題



 テレワーク（在宅勤務、サテライト勤務）の実施
 電子申請サービスの運用
 商業・サービス産業向けICT活用支援
 中小企業向けテレワーク導入補助金等の支援
 製造業向けAI･IoTの活用支援、デジタルものづくりの推進
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テーマ５ デジタル化推進について
現状と課題 これまでの取組

 プロセスのデジタル化
◎ 対面、書面、押印等の手続きがテレワーク等の促進を阻害

・ 紙文書の削減（行政・民間）
・ 電子データの有効活用、相互利用（行政・民間）
・ マイナンバーカードの十分な活用（行政）
・ 導入意欲・意識向上に向けた動機付けの不足（行政・民間）

 労働環境のデジタル化
◎ デジタル化に適応できる事業者と適応の難しい事業者との格差

・ デジタル化に向けた企業内インフラ整備資金や人材の不足（民間）
・ 労務管理方法（行政・民間）
・ 自宅以外でのテレワーク場所の確保（行政・民間）
・ 高速通信網の整備（民間）

 デジタル化に伴うセキュリティ対策

・ 個人情報や企業秘密の保護対策（行政・民間）
・ 情報セキュリティ専門人材の不足（行政・民間）

今後の取組の方向性

国（関係機関含む）における取組

県（関係機関含む）における取組

経済・産業界における取組

 働き方改革推進支援助成金、IT導入補助金によるテレワーク設備・ツール
導入支援

 デジタル社会に対応したビジネスモデルへの変革支援
(JAPANブランド育成、OIMS活用等）

 「テレワークにおける適切な労務管理のためのガイドライン」の周知
 「テレワーク総合ポータルサイト」の活用の促進

 テレワーク、ウェブ会議の実施
 オンラインサービス（ECサイト等）の拡充
 キャッシュレス化・非接触型決済の推進
 各種デジタル活用ビジネスセミナーの開催
 デジタル関連機器の導入支援

 行政業務のデジタル化推進
 非接触型社会に向けた業務プロセス及び労働環境のデジタル化
 IT人材の確保

課題

課題

課題


